
１．電⼦化⼿数料とは

特許庁では、⼿続の効率的な処理を促進するため、すべての⼿続を電⼦化することを進めております。
そのため、ユーザーの皆様が各種⼿続を書⾯（紙）で提出された場合は、電⼦化するための⼿数料（電
⼦化⼿数料）の納付が義務づけられています。

特許庁への出願等⼿続は、パソコンを利⽤して⾏う電⼦出願と、書⾯（紙）による⼿続の⼆通りの⽅法が
ありますが、電⼦出願で可能な⼿続を書⾯で⾏う場合には、その書⾯に記載されている事項を特許庁⻑官
が認定した登録情報処理機関において電⼦化することとしており、この電⼦化のために必要な費⽤（実
費）として納付していただく⼿数料です。
＜根拠条⽂︓⼯業所有権に関する⼿続等の特例に関する法律（特例法）第7条、第40条＞

⼿続1件につき 2,400円に 書⾯1枚につき 800円を加えた額 です。
また、複数の⼿続を⼀度に書⾯で提出した場合は、各⼿続、それぞれ１件ごとに電⼦化⼿数料を算出する
こととなります。
（例）商標登録願（１枚）を書⾯で提出したときの電⼦化⼿数料は、

2,400円＋（1枚×800円）＝3,200円 となります。
※⼿数料額の算定に当たっては、電⼦化⼿数料を徴収する対象の⼿続件数及び書⾯枚数に対し、電⼦化に
要する⼈件費、物件費等の業務経費のうち⼿続者負担に相当する経費分を賄うことができるよう設定しています。

☞ 電⼦化⼿数料の納付を必要とする⼿続については、特許庁サイトをご参照ください。
『書⾯で⼿続する場合の電⼦化⼿数料について』
https://www.jpo.go.jp/system/process/shutugan/paper/denshika.html

☞ 登録情報処理機関は、現在のところ「⼀般財団法⼈⼯業所有権電⼦情報化センター」の１機関
が登録されています。
⼀般財団法⼈⼯業所有権電⼦情報化センター（略称︓PAPC）
https://www.papc.or.jp/

＜重要＞
電⼦化⼿数料の納付が無い場合、⼜は納付した⾦額が不⾜している場合は、特許庁から⼿続補正指令の
通知があります。その通知に応答しない（電⼦化⼿数料が納付されない）場合は、⼿続がなかったものとして
処分（出願等の⼿続が却下）されますのでご注意ください。

【電⼦化⼿数料についての問合せ先】
特許庁出願課電⼦記録基準管理班 TEL03-3581-1101（内2762）

電⼦出願は専⽤ソフトを使⽤して⾃宅や会社のパソコンから特許などの⼿続を⾏う電⼦申請です。利⽤する
ためには、電⼦証明書の購⼊・インターネット出願ソフトをダウンロードするなど事前準備が必要です。
☞ 詳細は、『電⼦出願ソフトサポートサイト』をご参照ください。

https://www.jpo.go.jp/system/process/shutugan/paper/denshika.html

● 電⼦出願について ●

● 電⼦化⼿数料のご案内 ●
書⾯で提出した出願⼿続には電⼦化⼿数料の納付が必要です

2．電⼦化⼿数料の額

3．電⼦化⼿数料の納付の流れ






